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全国イノベーション推進機関ネットワーク（略称：イノベーションネット）は、地域発イノベー

ションの推進を担う支援機関が、共通認識の下で全国的なネットワークを構築し、支援機関相互の情

報共有、交流促進及び共通課題の解決等に向けた活動を通じて、広域的な産学・産産連携の促進及び

クラスター間の連携強化を図り、もって地域活性化を推進することを目的として設立するものです。

設立趣旨設立趣旨

【会員】
・産業クラスター計画の推進組織・拠点組織
・中核的支援機関（都道府県の産業振興センター等）
・知的クラスター創成事業、
都市エリア産学官連携促進事業の中核機関
・大学、高等専門学校等の産学官連携担当組織・部署
・技術移転機関、ＴＬＯ
・金融機関、支援者ネットワーク 等

【幹事】

（独）科学技術振興機構
（独）産業技術総合研究所
（独）日本貿易振興機構
（独）中小企業基盤整備機構

（財）日本立地センター

文部科学省 経済産業省

ネットワークを構成する機関ネットワークを構成する機関

全国イノベーション推進機関ネットワーク Innovation Initiative Network Japan
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・イノベーションネットの行う事業に無料参加
－

都道府県、市町村オブザーバー会員
（団体）

・イノベーションネットの行う事業に無料参加
－

イノベーションネット事業に
賛同する個人

オブザーバー会員
（個人）

・議決権を有する

・イノベーションネットの行う事業に無料参加
10万円地域イノベーション創出を

推進する支援機関等正会員

提供サービス年会費条件会員区分

注）入会には総会での承認が必要です。

会員制度会員制度

財団法人石川県産業創出支援機構
財団法人ふくい産業支援センター
財団法人やまなし産業支援機構
財団法人長野県テクノ財団
財団法人岐阜県研究開発財団
財団法人ソフトピアジャパン
財団法人しずおか産業創造機構
財団法人浜松地域テクノポリス推進機構
財団法人中部科学技術センター
財団法人科学技術交流財団
財団法人あいち産業振興機構
春日井商工会議所
財団法人三重県産業支援センター
龍谷大学
財団法人滋賀県産業支援プラザ
財団法人京都産業２１
財団法人京都高度技術研究所
株式会社京都銀行
京都リサーチパーク株式会社
特定非営利活動法人資源ﾘｻｲｸﾙｼｽﾃﾑｾﾝﾀｰ
財団法人関西文化学術研究都市推進機構

財団法人関西情報･産業活性化センター
特定非営利活動法人近畿バイオインダストリー振興会議
財団法人ひょうご産業活性化センター
財団法人先端医療振興財団
財団法人鳥取県産業振興機構
財団法人しまね産業振興財団
財団法人岡山県産業振興財団
社団法人中国地域ニュービジネス協議会
財団法人ちゅうごく産業創造センター
財団法人ひろしま産業振興機構
財団法人やまぐち産業振興財団
財団法人四国産業・技術振興センター
財団法人えひめ産業振興財団
財団法人福岡県産業・科学技術振興財団
財団法人北九州産業学術推進機構
九州地域環境・リサイクル産業交流プラザ（K-RIP)
九州半導体イノベーション協議会（ＳＩＩＱ）
九州地域バイオクラスター推進協議会
財団法人宮崎県産業支援財団
株式会社沖縄TLO
財団法人沖縄科学技術振興センター
財団法人沖縄県産業振興公社

正会員（６正会員（６４４機関）機関） （平成２１年６月１日現在）

財団法人北海道科学技術総合振興センター
財団法人函館地域産業振興財団
財団法人２１あおもり産業総合支援センター
財団法人いわて産業振興センター
財団法人仙台市産業振興事業団
株式会社ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝﾄ･ｺｽﾓｽ研究機構
財団法人あきた企業活性化センター
財団法人山形県企業振興公社
国立大学法人福島大学 地域創造支援ｾﾝﾀｰ
財団法人栃木県産業振興センター
財団法人千葉県産業振興センター
財団法人千葉市産業振興財団
社団法人首都圏産業活性化協会
東京大学政策ビジョン研究センター
株式会社ユニバーサル・プランズ
株式会社日本政策金融公庫
西武信用金庫
財団法人バイオインダストリー協会
財団法人東京都中小企業振興公社
財団法人川崎市産業振興財団
財団法人富山県新世紀産業機構
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入会のメリット入会のメリット１１

１ 活動情報の共有や発信ができます

●情報収集事業
会員機関が実施する事業やイベントの他、国等が実施する地域経済活性化関連
施策の情報を収集し、会員間で共有することができます。

●情報発信事業
ホームページやメーリングリストを活用して、会員機関が実施する事業やイベントを
対外的に情報発信し、会員機関が行う活動に対する理解や、活動の普及を促すこ
とができます。

２ 全国の会員機関や支援人材との交流が図れます

●全体セミナー、総会
会員交流セミナー及び総会を開催することで、会員相互の交流を深め、ネットワー
ク全体の方向性の検討やノウハウを共有することができます。

●個別セミナー
分野や事業段階別に個別セミナーを開催することで、支援人材相互の交流を深め、
活動内容・成果・事例の共有化や、共通課題の整理、課題解決のための議論を行
うことができます。

全国イノベーション推進機関ネットワーク Innovation Initiative Network Japan
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３ 海外進出や海外交流の足がかりにする事ができます

●国際交流事業
会員機関が保有するネットワークを活用しての海外連携や、会員・幹事機関（ ＪＥＴ
ＲＯ等）が行う海外交流事業の紹介により海外関連機関等との情報交換や相互交
流を行うことで、地域におけるイノベーション活動の深度化や成果の事業化が図れ
ます。

４ コーディネート人材の活動障壁を取り除き、幅広い活動を促進
できます

●支援人材の連携・活動促進事業
コーディネート人材が所属機関や地域を越えて連携できる事業を実施することで、
コーディネート人材が保有するノウハウやネットワークを、地域を越えて有効活用
することができます。
（具体例） ・地域におけるコーディネート人材ネットワーク活動の支援

・地域間を結ぶコーディネート人材の育成・配置
・コーディネート人材の紹介・斡旋

入会のメリット入会のメリット２２

全国イノベーション推進機関ネットワーク Innovation Initiative Network Japan
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５ 幹事機関が提供するサービスをワンストップで活用できます

●正会員向け幹事ワンストップサポートサービス
正会員は、各地の企業等から受けた相談案件の解決をサポートするため、幹事機関
が実施する事業情報や保有するノウハウ等をワンストップで利用することができます。

６ その他各種事業サービスを活用できます

●各種協力事業
会員・幹事機関等が実施するイノベーション推進に資するコーディネート人材の資質・能
力向上のための研修事業や活用促進等の事業を利用することができます。

入会のメリット入会のメリット３３

全国イノベーション推進機関ネットワーク Innovation Initiative Network Japan
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◎会 長 堀場 雅夫 株式会社堀場製作所 最高顧問

○運営委員長 飯田 耕一 財団法人千葉県産業振興センター 理事長

運営委員 浅野 欣司 財団法人北海道科学技術総合振興センター 常務理事

小林 憲一 財団法人あきた企業活性化センター 理事長

坂田 一郎 東京大学政策ビジョン研究センター／工学系研究科 教授

岡崎 英人 社団法人首都圏産業活性化協会 事務局長

山村 善敬 財団法人しずおか産業創造機構 副理事長

本間 重満 財団法人科学技術交流財団 専務理事

山岸 國耿 財団法人長野県テクノ財団 専務理事

白須 正 財団法人京都高度技術研究所 専務理事

荒井 喜代志 財団法人関西情報・産業活性化センター 常務理事

島津 義昭 財団法人岡山県産業振興財団 理事長

三好 豊 財団法人ちゅうごく産業創造センター 常務理事

石野 淳一 財団法人四国産業・技術振興センター 専務理事

玉城 理 株式会社沖縄ＴＬＯ 代表取締役社長

監 事 宍戸 郁郎 株式会社インテリジェント・コスモス研究機構 常務取締役

石井 俊弘 財団法人福岡県産業・科学技術振興財団 専務理事

役役 員員

（敬称略）

全国イノベーション推進機関ネットワーク Innovation Initiative Network Japan



9

３月１７日設立総会にて（提供：フジサンケイビジネスアイ）

役員役員・幹事の皆様・幹事の皆様

全国イノベーション推進機関ネットワーク Innovation Initiative Network Japan
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全国イノベーション推進機関ネットワーク事務局

〒101-0062 
東京都千代田区神田駿河台１－８－１１

東京ＹＷＣＡ会館８階

財団法人日本立地センター 新事業支援部
TEL：03-3518-8964 FAX：03-3518-8969
E-mail：innova@jilc.or.jp
URL：innovation-net.jp

お問い合わせ、入会申し込み先お問い合わせ、入会申し込み先

全国イノベーション推進機関ネットワーク Innovation Initiative Network Japan


